[bookmark: _GoBack]別記様式第１号付表（第６条関係）
事　業　計　画　書

	１　該当する補助金
加算額メニュー
	□空き店舗・空き家活用加算
□都市機能誘導区域出店加算
□若者創業（４５歳未満）加算
□雇用創出加算
	該当する部分をチェック

	２　事業の内容（簡潔に記載）
	

	３　開業日（予定日）
（個人は開業届記載日、法人は法人設立日）
※営業開始日など実開業日が異なる場合は、下段に記載
	　　　　年　　月　　日

	
	　　　　年　　月　　日

	４　事業実施期間
	年　月　日～　　年　月　　日まで



１　創業（予定）者の概要

	（ふりがな）
	
	性別
	男 ・ 女

	氏　名
	
	
	

	現住所
	〒


	生年月日
	　S ・ H
	年　
	月
	日
	歳
	申請時の年齢

	
	（出身地）
	

	経　歴
（職　歴）
	S・H　年　月
	略歴・沿革（最終学歴から記載）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	取得している資格
	

	自宅
TEL
	
	自宅
FAX
	
	携帯
	

	E-mail
	　

	現在の借入金
	資金使途
（住宅、車、創業関連融資等を記載）
	借入残高
（万円）
	年間返済額
（万円）
	返済状況
（遅延など）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	市税等納税状況
（直近のもの）
	完納　・　未納

	他の助成金の
申請・受給状況※1
	助成金の名称
	

	
	助成金実施期間
	　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日

	特定創業支援等事業による支援状況
	研修等受講内容
	

	
	市証明年月日
	年　　月　　日



２　事業概要

	創業形態
（〇で囲む）
	個人事業　・　法人（株式会社）　・　法人（合同会社）　・　（　　　　　　　　）

	業　種
	「日本標準産業分類」の小分類（コード３桁のもの）を記載
	コード（３桁）

	
	
	

	具体的内容
	

	商号又は会社名
	（※開業届けを提出、または法人登記をしている場合はその写しを添付）

	
	

	事業を行う住所
（予定地）
	〒



	出資者：出資額
	（法人設立予定の場合は記載）

	役員・従業員数
（予定含む）
	合
計
	
	人
	内
訳
	法人の場合：役員
	
	人

	
	
	
	
	
	常用
	
	人

	
	
	
	
	
	個人の場合：家族従業員（専従者）
	（続柄）
	
	人

	
	
	
	
	
	パート、アルバイト
	
	人

	事業を行う上で
必要な許認可
	許認可の名称
	

	
	許認可の取得状況
	

	取扱商品
又はサービス
	①
	売上シェア（予定）
	
	%

	
	②
	売上シェア（予定）
	
	%

	
	③
	売上シェア（予定）
	
	%

	３　事業の詳細

	営業時間
	
	休業日
	

	席数（構成）
	
	駐車台数
	

	客層・ターゲット
（性別・年齢・用途など）
	



	立地・店舗の
特徴
	



	①取扱商品またはサービスの特徴（同業他社・他店に比べての差別化を図る点など）

	

	②創業時に、集客・受注を図るための方策、販売促進策

	

	③地域における需要や商圏等の市場動向（詳細に記載）

	



４　販売・仕入先
	
	取引（予定）先名（所在地等）
	取引（予定）額
	回収・支払方法

	販売先
	
	年
	
	円
	

	
	
	年
	
	円
	

	
	
	年
	
	円
	

	仕入先
	
	年
	
	円
	

	
	
	年
	
	円
	

	
	
	年
	
	円
	

	外注先
	
	年
	
	円
	

	
	
	年
	
	円
	

	
	
	年
	
	円
	



５　必要な資金と調達の方法

（「調達の方法」には本補助金は含めません。）
	必要な資金
	金　額（円）
	調達の方法
	金　額（円）

	設
備
	事業用不動産、機械、備品、車両など
（内訳）
・
・
・
・

	






	自己資金（内訳）
・
	



	
	
	
	親、兄弟、知人等からの借入
（内訳・返済方法）
・

	




	運
転
	商品仕入、人件費など
（内訳）
・
・
・
・

	






	
	

	
	
	
	金融機関からの借入
（内訳・借入先（予定先））
・
・
（返済方法）
・据え置き：（　）ケ月
・償還回数：（　）回
	





	合　計
	
	合　計
	



借入状況（本申請日時点で記入ください。該当箇所に☑）
□融資実行済み（　年　月融資）
□融資実行確定（　年　月融資予定）
□融資申込中（審査中）（　年　月申込）
□未申込み（相談中・その他（　　））

６　事業の見通し（「年間」）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	
	今後1年間の目標
/　月～
/　月
	左記の売上高、売上原価（仕入高）、経費の積算基礎

	売上高①
	
	

	売上原価②
（仕入高）
	
	

	経

費
	人件費※
	
	・常用従業員
・パート
・専従者
・役員報酬

	
	家　賃
	
	

	
	水道光熱費
	
	・電気
・水道
・ガス

	
	消耗品
	
	

	
	広告宣伝費
	
	

	
	減価償却費
	
	

	
	その他
	
	

	
	合計③
	
	

	利益④（①-②-③）
	
	



	創業の借入金返済元金⑤
	
	



	住宅ローンなど個人借り入れ ⑥
	
	



	差引 （④-⑤-⑥）
	
	


※個人事業の場合、事業主の分は人件費に含めない。
※その他の収入（農業、不動産、補助金等による収入）がある場合は記載ください。
	
	今後１年間の
見込み
	備　考

	その他の収入
	
	






事業費内訳書

１　収入
(単位：円)
	区分
	予算額
	摘要

	市補助金
	　
	　

	自己資金
	　
	　

	借入金
	　
	　

	その他
	
	

	計
	　
	　



２　支出
(単位：円)
	経費区分
	予算額
	摘要

	創業に必要な官公庁への申請書類作成等に係る経費
	
	

	工事費
	
	

	備品費
	
	

	設備費
	
	

	システム導入費
	
	

	広告宣伝費
	
	

	その他
	
	

	計
	　
	　


※補助対象経費のみ記載してください。






